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特別支援教育の推進について（通知）

文部科学省では、障害のある全ての幼児児童生徒の教育の一層の充実を図るため、 

学校における特別支援教育を推進しています。

本通知は、本日付けをもって、特別支援教育が法的に位置付けられた改正学校教育 

法が施行されるに当たり、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特 

別支援学校（以下「各学校」という。）において行う特別支援教育について、下記に 

より基本的な考え方、留意事項等をまとめて示すものです。

都道府県•指定都市教育委員会にあっては、所管の学校及び域内の市区町村教育委 

員会に対して、都道府県知事にあっては、所轄の学校及び学校法人に対して、国立大 

学法人にあっては、附属学校に対して、この通知の内容について周知を図るととも 

に、各学校において特別支援教育の一層の推進がなされるようご指導願います。

なお、本通知については、連携先の諸部局•機関への周知にもご配慮願います。

記

1.特別支援教育の理念

特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取 

組を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、 

その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及 

び必要な支援を行うものである。

また、特別支援教育は、これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、知的な遅 

れのない発達障害も含めて、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全て 

の学校において実施されるものである。

さらに、特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒への教育にとどまらず、障害 

の有無やその他の個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共生 

社会の形成の基礎となるものでありヽ我が国の現在及び将来の社会にとって重要な 

意味を持っている。

-1-



2 .校長の責務

校長(園長を含む。以下同じ。)は、特別支援教育実施の責任者として、自らが 

特別支援教育や障害に関する認識を深めるとともに、リーダーシップを発揮しっ 

つ、次に述べる体制の整備等を行い、組織として十分に機能するよう教職員を指導 

することが重要である。

また、校長は、特別支援教育に関する学校経営が特別な支援を必要とする幼児児 

童生徒の将来に大きな影響を及ぼすことを深く自覚し、常に認識を新たにして取り 

組んでいくことが重要である。

3.特別支援教育を行うための体制の整備及び必要な取組

特別支援教育を実施するため、各学校において次の体制の整備及び取組を行う必 

要がある。

(1) 特別支援教育に関する校内委員会の設置

各学校においては、校長のリーダーシップの下、全校的な支援体制を確立し、 

発達障害を含む障害のある幼児児童生徒の実態把握や支援方策の検討等を行うた 

め、校内に特別支援教育に関する委員会を設置すること。

委員会は、校長、教頭、特別支援教育コーディネーター、教務主任、生徒指導 

主事、通級指導教室担当教員、特別支援学級教員、養護教諭、対象の幼児児童生 

徒の学級担任、学年主任、その他必要と思われる者などで構成すること。

なお、特別支援学校においては、他の学校の支援も含めた組織的な対応が可能 

な体制づくりを進めること。

(2) 実態把握

各学校においては、在籍する幼児児童生徒の実態の把握に努め、特別な支援を 

必要とする幼児児童生徒の存在や状態を確かめること。

さらに、特別な支援が必要と考えられる幼児児童生徒については、特別支援教 

育コーディネーター等と検討を行った上で、保護者の理解を得ることができるよ 

う慎重に説明を行い、学校や家庭で必要な支援や配慮について、保護者と連携し 

て検討を進めること。その際、実態によっては、医療的な対応が有効な場合もあ 

るので、保護者と十分に話し合うこと。

特に幼稚園、小学校においては、発達障害等の障害は早期発見•早期支援が重 

要であることに留意し、実態把握や必要な支援を着実に行うこと。

(3) 特別支援教育コーディネーターの指名

各学校の校長は、特別支援教育のコーディネーター的な役割を担う教員を「特 

別支援教育コーディネーター」に指名し、校務分掌に明確に位置付けること。

特別支援教育コーディネーターは、各学校における特別支援教育の推進のた 

め、主に、校内委員会•校内研修の企画・運営、関係諸機関•学校との連絡•調 

整、保護者からの相談窓口などの役割を担うこと。

また、校長は、特別支援教育コーディネーターが、学校において組織的に機能 

するよう努めること。
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(4) 関係機関との連携を図った「個別の教育支援計画」の策定と活用

特別支援学校においては、長期的な視点に立ち、乳幼児期から学校卒業後まで 

一貫した教育的支援を行うため、医療、福祉、労働等の様々な側面からの取組を 

含めた「個別の教育支援計画」を活用した効果的な支援を進めること。

また、小•中学校等においても、必要に応じて、「個別の教育支援計画」を策 

定するなど、関係機関と連携を図った効果的な支援を進めること。

(5) 「個別の指導計画」の作成

特別支援学校においては、幼児児童生徒の障害の重度•重複化、多様化等に対 

応した教育を一層進めるため、「個別の指導計画」を活用した一層の指導の充実 

を進めること。

また、小•中学校等においても、必要に応じて、「個別の指導計画」を作成す 

るなど、一人一人に応じた教育を進めること。

(6) 教員の専門性の向上

特別支援教育の推進のためには、教員の特別支援教育に関する専門性の向上が 

不可欠である。したがって、各学校は、校内での研修を実施したり、教員を校外 

での研修に参加させたりすることにより専門性の向上に努めること。

また、教員は、一定の研修を修了した後でも、より専門性の高い研修を受講し 

たり、自ら最新の情報を収集したりするなどして、継続的に専門性の向上に努め 

ること。

さらに、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が実施する各種指導者養成 

研修についても、活用されたいこと。

なお、教育委員会等が主催する研修等の実施に当たっては、国•私立学校関係 

者や保育所関係者も受講できるようにすることが望ましいこと。

4.特別支援学校における取組

(1) 特別支援教育のさらなる推進

特別支援学校制度は、障害のある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じ 

た教育を実施するためのものであり、その趣旨からも、特別支援学校は、これま 

での盲学校•聾学校•養護学校における特別支援教育の取組をさらに推進しっ 

つ、様々な障害種に対応することができる体制づくりや、学校間の連携などをー 

層進めていくことが重要であること。

(2) 地域における特別支援教育のセンター的機能

特別支援学校においては、これまで蓄積してきた専門的な知識や技能を生か 

し、地域における特別支援教育のセンターとしての機能の充実を図ること。

特に、幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校の要請に応じて、 

発達障害を含む障害のある幼児児童生徒のための個別の指導計画の作成や個別の 

教育支援計画の策定などへの援助を含め、その支援に努めること。

また、これらの機関のみならず、保育所をはじめとする保育施設などの他の機



関等に対しても、同様に助言又は援助に努めることとされたいこと。

特別支援学校において指名された特別支援教育コーディネーターは、関係機関 

や保護者、地域の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び他の特 

別支援学校並びに保育所等との連絡調整を行うこと。

(3)特別支援学校教員の専門性の向上

上記のように、特別支援学校は、在籍している幼児児童生徒のみならず、小• 

中学校等の通常学級に在籍している発達障害を含む障害のある児童生徒等の相談 

などを受ける可能性も広がると考えられるため、地域における特別支援教育の中 

核として、様々な障害種についてのより専門的な助言などが期待されていること 

に留意し、特別支援学校教員の専門性のさらなる向上を図ること。

そのためにも、特別支援学校は、特別支援学校教員の特別支援学校教諭免許状 

保有状況の改善、研修の充実に努めること。

さらに、特別支援学校教員は、幼児児童生徒の障害の重複化等に鑑み、複数の 

特別支援教育領域にわたって免許状を取得することが望ましいこと。

5.教育委員会等における支援

各学校の設置者である教育委員会、国立大学法人及び学校法人等においては、障 

害のある幼児児童生徒の状況や学校の実態等を踏まえ、特別支援教育を推進するた 

めの基本的な計画を定めるなどして、各学校における支援体制や学校施設設備の整 

備充実等に努めること。

また、学校関係者、保護者、市民等に対し、特別支援教育に関する正しい理解が 

広まるよう努めること。

特に、教育委員会においては、各学校の支援体制の整備を促進するため、指導主 

事等の専門性の向上に努めるとともに、教育、医療、保健、福祉、労働等の関係部 

局、大学、保護者、NPO等の関係者からなる連携協議会を設置するなど、地域の 

協力体制の構築を推進すること。

また、教育委員会においては、障害の有無の判断や望ましい教育的対応について 

専門的な意見等を各学校に提示する、教育委員会の職員、教員、心理学の専門家、 

医師等から構成される「専門家チーム」の設置や、各学校を巡回して教員等に指導 

内容や方法に関する指導や助言を行う巡回相談の実施(障害のある幼児児童生徒に 

ついて個別の指導計画及び個別の教育支援計画に関する助言を含む。)について 

も、可能な限り行うこと。なお、このことについては、保育所や国•私立幼稚園の 

求めに応じてこれらが利用できるよう配慮すること。

さらに、特別支援学校の設置者においては、特別支援学校教員の特別支援学校教 

諭免許状保有状況の改善に努めること。

6.保護者からの相談への対応や早期からの連携

各学校及び全ての教員は、保護者からの障害に関する相談などに真摯に対応し、 

その意見や事情を十分に聴いた上で、当該幼児児童生徒への対応を行うこと。

その際、プライバシーに配慮しつつ、必要に応じて校長や特別支援教育コーディ



ネーター等と連携し、組織的な対応を行うこと。

また、本日施行される「学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政 

令の整備等に関する政令(平成19年政令第5 5号)」において、障害のある児童 

の就学先の決定に際して保護者の意見聴取を義務付けたこと(学校教育法施行令第 

18条の2)に鑑み、小学校及び特別支援学校において障害のある児童が入学する 

際には、早期に保護者と連携し、日常生活の状況や留意事項等を聴取し、当該児童 

の教育的ニーズの把握に努め、適切に対応すること。

7.教育活動等を行う際の留意事項等

(1) 障害種別と指導上の留意事項

障害のある幼児児童生徒への支援に当たっては、障害種別の判断も重要である 

が、当該幼児児童生徒が示す困難に、より重点を置いた対応を心がけること。

また、医師等による障害の診断がなされている場合でも、教師はその障害の特 

徴や対応を固定的にとらえることのないよう注意するとともに、その幼児児童生 

徒のニーズに合わせた指導や支援を検討すること。

(2) 学習上•生活上の配慮及び試験などの評価上の配慮

各学校は、障害のある幼児児童生徒が、円滑に学習や学校生活を行うことがで 

きるよう、必要な配慮を行うこと。

また、入学試験やその他試験などの評価を実施する際にも、別室実施、出題方 

法の工夫、時間の延長、人的な補助など可能な限り配慮を行うこと。

(3) 生徒指導上の留意事項

障害のある幼児児童生徒は、その障害の特性による学習上・生活上の困難を有 

しているため、周囲の理解と支援が重要であり、生徒指導上も十分な配慮が必要 

であること。

特に、いじめや不登校などの生徒指導上の諸問題に対しては、表面に現れた現 

象のみにとらわれず、その背景に障害が関係している可能性があるか否かなど、 

幼児児童生徒をめぐる状況に十分留意しつつ慎重に対応する必要があること。

そのため、生徒指導担当にあっては、障害についての知識を深めるとともに、 

特別支援教育コーディネーターをはじめ、養護教諭、スクールカウンセラー等と 

連携し、当該幼児児童生徒への支援に係る適切な判断や必要な支援を行うことが 

できる体制を平素整えておくことが重要であること。

(4) 交流及び共同学習、障害者理解等

障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児児童生徒との交流及び共同学習は、 

障害のある幼児児童生徒の社会性や豊かな人間性を育む上で重要な役割を担って 

おり、また、障害のない幼児児童生徒が、障害のある幼児児童生徒とその教育に 

対する正しい理解と認識を深めるための機会である。

このため、各学校においては、双方の幼児児童生徒の教育的ニーズに対応した 

内容・方法を十分検討し、早期から組織的、計画的、継続的に実施することな 

ど、一層の効果的な実施に向けた取組を推進されたいこと.。
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なお、障害のある同級生などの理解についての指導を行う際は、幼児児童生徒 

の発達段階や、障害のある幼児児童生徒のプライバシー等に十分配慮する必要が 

あること。

(5) 進路指導の充実と就労の支援

障害のある生徒が、将来の進路を主体的に選択することができるよう、生徒の 

実態や進路希望等を的確に把握し、早い段階からの進路指導の充実を図ること。

また、企業等への就職は、職業的な自立を図る上で有効であることから、労働 

関係機関等との連携を密にした就労支援を進められたいこと。

(6) 支援員等の活用

障害のある幼児児童生徒の学習上・生活上の支援を行うため、教育委員会の事 

業等により特別支援教育に関する支援員等の活用が広がっている。

この支援員等の活用に当たっては、校内における活用の方針について十分検討 

し共通理解のもとに進めるとともに、支援員等が必要な知識なしに幼児児童生徒 

の支援に当たることのないよう、事前の研修等に配慮すること。

(7) 学校間の連絡

障害のある幼児児童生徒の入学時や卒業時に学校間で連絡会を持つなどして、 

継続的な支援が実施できるようにすることが望ましいこと。

8.厚生労働省関係機関等との連携

各学校及び各教育委員会等は、必要に応じ、発達障害者支援センター、児童相談 

所、保健センター、ハローワーク等、福祉、医療、保健、労働関係機関との連携を 

図ること。

【本件連絡先】 

文部科学省初等中等教育局

特別支援教育課(古川、富田、吉原) 

TEL : 03-5253-4111(内線3192) 

03-6734-3192 (直通)



（別紙）

参考情報

特別支援教育を推進するために、下記情報を参照されたい。

〇関係法令•通知等

主な関係法令•通知等は下記のとおりである。

• 「発達障害者支援法」（平成16年12年10日法律167号）

• 「発達障害のある児童生徒等への支援について」（平成17年4月1日付け17文科

初第211号文部科学省関係局長連名通知）

• 「特別支援教育を推進するための制度の在り方について」（平成17年12月8日

中央教育審議会答申）

• 「学校教育法施行規則の一部改正等について」（平成18年3月31日付け17文科

初第1177号文部科学省初等中等教育局長通知）

• 「学校教育法等の一部を改正する法律」（平成18年6月21日法律第80号）

• 「特別支援教育の推進のための学校教育法等の一部改正について」（平成18年

7月18日付け18文科初第446号文部科学事務次官通知）

• 「学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令等の整備につい

て」（平成19年3月30日付け18文科初第1290号文部科学事務次官通知）

〇ガイドラインの活用

教育委員会及び学校が、発達障害のある児童生徒への教育支援体制を整備する 

際には、文部科学省において作成した下記ガイドラインを参照されたい。このガ 

イドラインには、校長、特別支援教育コーディネーター、教員等が具体的に行う 

べきことについても収録されている。

• 「小•中学校におけるLD （学習障害）ヽADHD （注意欠陥/多動性障害）、高機

能自閉症の児童生徒への教育支援体制の整備のためのガイドライン（試案）」

http：//www. mext. go. jp/b_menu/houdou/16/01/04013002.htm

〇インターネットによる情報

文部科学省及び独立行政法人国立特別支援教育総合研究所の刊行物やホームペ 

ージなどで提供する情報についても、下記により適宜参照されたい。

• 文部科学省特別支援教育関係ホームページ:

http://www. mext・ go. jp/a_menu/shotou/t〇kubetu/main, htm

・独立行政法人国立特別支援教育総合研究所ホームページ:

http：//www. nise.go.jp/

http：//www. nise. go. jp/portai/index, html
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撞眶援敎剖葩ど逝!能性を最太限曲偲据洒魁麺

幼稚園・小学校•中学校•高等学校.中等教育学校では… 宵

✓!廳闔腿底援

0

E
特別支援学校では…

严醍特別却教或

自□归 
pan d gm

I
ヽ

通常の学級も含め、学校全体で特別支援教育が実施されています。

觀通常の学級に在籍している障害のある子どもにも、障害に配慮し、指導内容・ 

方法を工夫した学習活動を行います。

繽小学校・中学校には、「特別支援学級」や「通級による指導」の制度が込りま实

懑特別支援教育に関取る支援員の活用も広がっていますい。

＜これらを学校で進めるために…〉

特別支摆教育コーディネーターと呼ばれる教員が、福祉機関などの関係播関との連,絡調整を 

行ったり・保護者からの相談を受けたりします。

•校内委員去沁を設置して、支援の方法を検討するなど、学校全体で障害のある子どもを支援します。

交流及び 
共同学習

む

•特別支援学校とは、障舌の程度が比較的重い子どもを対象として専門性の高い教育を 
行う学校です。幼稚園から髙等学校に相当する年齢段階の教育を、特別支援学校のそ 

れぞれ幼稚部•小学部，中学部•高等部で行います,

対彖:視覚障書、聴覚障害、知的障害、肢体不自由、病弱・身体虚弱

_人.

訥髄 林强^ 

址魅は鳞琢 
めの特別な矗遵領

通常の学級
牛ボートし.

少人数指宿や習黒度別指窖なと 

による授業も行います。支援員が 

つく場合もあります。

特別支援学級

通語の学級に在諮し、ほとんど 

の授業を通常の学級で受けなから、 

障害の状態に応じた特别な指導を 

週1〜8単位時間特別な指脅の場 

で行いま芬。（小学枚•中学校）

対彖:善語障害，官閉症、情緒障害、弱視、 

難聴、学習輝害（LD）、注意欠陥 
多動性障害（ADHD）、肢体不自 
由、病弱•身休虚弱

• LD-AOHDについては平成18年 
度かち新たに対繚となりました。

〇^

特別支援学校、幼稚圃 

小学校、中学校、高等学校 

中等教育学校、大学 

教育委員会 

ら教育センター/

交流及び 
共同学習

障害の種別ことの少人数学級で、 

障害のある子とも一人-一人に応した 

f教育を行います。（小学校・中学校） 

対象:知的!®害、肢体不自宙、病弱•身体 

虚弱、弱視、難聽、緒障害、情緒障害

1 学校において鏡窖のある子どもの介助や

学習支援を行い3:す
*2 校長、教頭・符别支援救育コーディネー 

ター、通級指博教窒担当教員•特別支援学 

級教員、養護教諭.対線となる子どもの学級 

担任などで橋成され.全校的な支蛍体制址確 

立し・発達隐害を含む障害のある孑どもの実 

飯把股や支援方策の検討などを行います

連^9IB
—

地域の病院 

障害者専門医療機関

助書•援助

地方公共団体の保健担当部局 

保健所、保健センター

”"警&
教育

熬

地方公共団体の福祉担当部局 

保育所、児童相談所 

社会福祉協議会 

障害者福祉センター 

ゝ発達障害者支援センターノ

罐玄

貸•厂坯 
赠壬品て轉 
・特別^^訥ゝ

さ

1

〇

恰罔且

労值! S
ハローワーク

地域障害者職業センター 

障害者就業・生活支援センター 

、 企業 /

i間教育Jも行嵋轉

［の制度があります。

レ

畫の他ご

N P0、親の会

地域の活動グループ

仁ロ□。 

ロ ロC3 
〇〇〇 

□ 〇〇 1/S
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学校教育法に「特別支援教育」が位置付けられました!

（平成19年4月から）特別支援学校は複数の障害種を対象とすることができます。

・制度上は全て「特別支援学校」となりますが、以前の盲学校•矍学校•養謹学校などの校名が残ることもあります。

再

盲学校・聾学校•養護学校は特別支援学校に変わりました。

丽障害種） 

視覚障害

（対象障理

聴覚障害 知的障害視覚障害

（対象障害種） 

肢体不自由

（対象障希 

聽覚障害、知的障害

（対象障害種）

視覚障害、廳覚障害 

知的障害、肢体不自由 

病弱・身体虚弱

《例》G寺別支援学校\ （特別支援学校\ I特別支援学校）（特別支援学校I

.jHj_

ばi
工

（平成19年3月まで） 「!U

［盲学校\ （聾学校j I養護学校）&護学わ（養護学校］
（対象障害種） 

病弱•身体虚弱

CT D耳

:ttd 
I

如障 

知的障害、肢体不自由

巾「

今回の制度改正で

〇地域のニーズに応じて、設置者（都道府県など）の判断で、一つの障害種に対応した特別支援学校 

だけではなく、複数の障害隆に対応した特別支援学校のいずれもが設置可能になりました。

〇重複障害のある子どもに、より適切に対応できるようになりました。

〇幼稚園•小学校•中学校•高等学校冲等教育学校においても、通常の学級も含め、特別支援教育 

を行うことが明示されました。

七せけ「 re 4」

:讨:.T' - '■ •

Bl
liTlI' 
注:〕;

j;r

ーニ ・.m：1：■ ］士.旗・fin
：.-- ； ：，: xXtJt- uJ； .^31 fc.
まいねいな支援のために
◎個別め教背支援誌画

ゝ皤害の版る予どもはは、;ニ火土火の教育的アーズに応处支援べ 

遂効果附に塞旖することが必要で宵;;…ヽ ,?.・ニエ::

:.:そこ:で,乳幼児期から学校卒業後までの一貫しだ長期的な計画 

,が必要となゆます。:そのだめ、・学校・が中心となうてi■個别の教育 
:更援計画」を作成じまず:。:作成に当たっては医療・福社谒働:

:などの関係機関と連携するとともに、保護者の参画や意見を聞くこ・ 

と摩どが求められす”

〇個別の指會計画
障害めある爭ども宀人r人⑦教育的二亠龙に対応しで正夫さ 

れ、:学稜に轨tる指潼計画や指:導内容・: ・芳法を盛り込んだもの 
が「個別わ指遵計画」弋札三般に、単元や学期、・学年ごとに 

作成された為叭遥れに基づいだ指導が行われます。

•交流及び共同学習・

障害のある子どもが地域社会の 

中で積極的に活動し、その一員と 

して豊かに生きる上で.障害のな 

い子どもとの交流及び共局学習 

を通して相互理解を図ることが極 

めて重要です。

7~'

十一

また、交流及び共同学習は、障害のある子ども 

にとって有意義であるばかりではなく、小学校・中 

学校などの子どもたちゃ地域の人たちが、障害のあ 

る子どもとその教育に対する正しい理解と認識を 

深めるための絶农子の機会でもあります。

交流及び共同学習は、具体的には、運動会や 

文化祭などの学校行事を中心に活動を共にした 

り、児童会・生徒会活動、総合的な学習の時間、さ 

らには、音楽や体育、図画工作（美術）などの学習 

においても実施されています。

〇.

1り+1
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障害のある子どもたちが自立し、社会参加するために必要な力を培うため、子ども一人 

一人の教育的ニーズを把握し、その可能性を最大限に伸ばし、生活や学習上の困難を改善 

または克服©るため、適切な指導及び必要な支援を行うものです6

特別支援学校のみならず、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校の通常の 

学級に在籍する発達障害のある子どもを含めて、障害により特別な支援を必要とする子ど 

もたちが在籍する全ての学校において実施されるものです。

障害のある子どもたちへの教育にとどまらず、多様な個人が能力を発揮しつつ、自立し 

て共に社会に参加し、支えあう「共生社会」の形成の基礎となるものであり、我が国の現 

在及び将来の社会にとって重要な意味を持っています。

*ゝ1

"".



特別支援教育Q&A

Q特別支援教育は、 

発達障害のある子どもを 

対象とした教育で芬か?

A発達障害を含め;障害のある全ての子どおを対象とするものです。 

従来の「特殊教育」が障害の種類や程度に応じて特別な場で手厚い教 

育を行うことに重点が置かれていたことに対し、「特別支援教育」は障 

害のある子どお一人一人の教育的ニーズに応じた支援を行うことに重 

点が置かれており、小学校•中学校の通常の学級に在籍する発達障害 

などのある子どもお含め、より多くの子どおたちの教育的ニーズに対 

応した教育を行います。

Q特別支援教育では、 

障害のある子どもは 

通常の学級で教育を受ける 

ことになるのですか?

A特別支援教育は子どお一人一人の教育的ニーズに応じて、多様な教 

育の場が確保されています。具体的には、障害の状態に応じて、これまで 

同様、特別支援学校や小学校•中学校の特別支援学級などにおいて、き 

め細かい教育を受けることができます。また、通常の学級に在籍してい 

る言語障害や発達障害などのある子どおのためには「通級による指導」 

の制度もありますし、必要に応じて障害に配慮した指導を受けることも 

できます。さらに、支援員による支援ち広がっています。

Q特別支援学校では、 

全ての障害種に対応できる 

ようになるのですか?

A それぞれの特別支援学校がどのような障害を対象とするかについて 

は、地域の実情などを踏まえて、設置者（都道府県など）が判断すること 

になります。したがって、一つの障害種に対応彭る学校が設置されてい 

ることもあります。複数の障害種に対応する特別支援学校が設置され 

た場合でも、障害種ごとの学級でこれまで同様に専門性の高い教育が 

行われます。

• LD（学習障害）......................知的発達に遅れはありませんが、聞く ・話す・読む・書く •

計算するなどの能力のうち、特定の分野に極端に苦手な 
側面が見受けられます。

•ADHD（注意欠陥多動性障害）........注意力や衝動性、多動性などが年齢や発達に不釣り合い

で、社会的な活動や学業に支障をきたすことがあります。

•高機能自閉症・アスベルガー症候群・…相手の気持ちを察することや周りの状況に合わせたりす 

る行動が苦手であったり、特定のものにこだわる傾向が見 

られます.，

Q発達障害とは、 

どのような障害ですか?

A 下記のような障害を総称して「発達障害」と呼んでいます。発達障害
尸、のある子どおは、障害による困難をかかえていますが、優れた能力を発 

揮する場合おあります。できる限り早期から適切な支援を受けることに 

よって状態が改善することも期待されます。

■主な発達障害の一般的な特徴は次のとおりですが、個人によってお 

様々です。

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課
〒100-8959東京都千代田区丸の内2-5T

（平成20年1月から〒100-8959東京都千代田区霞が関3-2-2へ移転します。）

E-mail : tokubetu@mext.go.jp
文部科学省ホームページに特別支援教育に関する情報が掲載されています。ぜひご覧ください。

コピー OK

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/main.htm

このパンフレットのコピーは自由です。広く関係者へお配りください。
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